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4月 （卯月） APRIL

29日・みどりの日

類似商号規制は、既に他人が登記した商号が
あった場合、同じ市区町村内では同一の営業を
目的として同一の商号を登記できない制度。商
法で規定されていますが、今年5月施行予定の
「会社法」では、規制の効力が同一市区町村内に
限定されていることや営業目的の記載に問題が
あること等からこの規制を撤廃しています。

国　税／3月分源泉所得税の納付 4月10日

国　税／2月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

5月1日

国　税／8月決算法人の中間申告 5月1日

国　税／5月、8月、11月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合） 5月1日

地方税／給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出

4月17日

地方税／固定資産税（都市計画税）の第1期分の納付

4月中において市町村の条例で定める日

地方税／土地・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

4月1日～4月20日

または最初の納期限のいずれか遅い日以後の日まで

地方税／軽自動車税の納付

4月中において市町村の条例で定める日

労　務／労働者死傷病報告（1月～3月分） 5月1日

類似商号規制の廃止

4 月 の 税 務 と 労 務

ワンポイント

日 月 火 水 木 金 土

・ ・ ・ ・ ・ ・ 1

2 3 4 5 6 7 8

9 10 11 12 13 14 15

16 17 18 19 20 21 22
23/30 24 25 26 27 28 29

編 集 発 行 人
河 合 会 計

税 理 士
社会保険労務士河合孝彦
〒910-0019
福井市春山1丁目9番13号
TEL 0776（22）0897㈹
FAX 0776（27）6199
http ://kawai.zei-mu.com



4月号 2

社
員
を
雇
い
入
れ
た
と
き
に
は
、
保

険
者
に
「
健
康
保
険
・
厚
生
年
金
保
険

被
保
険
者
資
格
取
得
届
」
を
提
出
し
ま

す
。
保
険
者
は
こ
の
届
出
に
よ
り
資
格

取
得
の
確
認
を
行
い
ま
す
。
こ
の
場
合

の
被
保
険
者
の
資
格
取
得
時
期
は
、
そ

の
事
業
所
に
使
用
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ

た
日
が
原
則
で
す
が
、
勤
務
す
べ
き
辞

令
を
発
し
た
日
と
実
際
に
使
用
し
た
初

日
と
が
異
な
る
場
合
も
あ
り
、
実
務
上

は
必
ず
し
も
一
致
す
る
必
要
は
な
い
と

し
て
い
ま
す
。

そ
こ
で
、
今
回
は
資
格
取
得
に
関
し

雇
用
保
険
も
含
め
知
っ
て
お
き
た
い
事

項
に
つ
い
て
Ｑ
＆
Ａ
形
式
で
具
体
的
に

掲
げ
ま
す
。

明
日
（
四
月
一
日
）
か
ら
勤
務
予
定

の
Ｓ
さ
ん
が
、
突
然
実
母
が
入
院
す
る

こ
と
に
な
り
出
社
で
き
る
の
は
一
週
間

以
後
に
な
る
旨
の
連
絡
を
し
て
き
ま
し

た
。
す
で
に
雇
用
契
約
を
結
ん
で
い
る

の
で
す
が
、
資
格
取
得
日
は
い
つ
に
な

り
ま
す
か
。社

員
の
採
用
日
と
被
保
険
者

資
格
の
取
得
日
と
は
一
致
す
る

の
が
一
般
的
で
す
が
、
入
社
前
に
雇
用

契
約
を
結
ん
だ
場
合
に
は
、
Ｓ
さ
ん
の

よ
う
に
突
発
的
な
理
由
で
、
雇
入
れ
日

（
四
月
一
日
）
と
実
際
に
使
用
す
る
日

（
Ｓ
さ
ん
の
場
合
は
四
月
八
日
頃
の
予

定
）
と
が
一
致
し
な
い
こ
と
が
あ
り
ま

す
。
こ
の
よ
う
な
場
合
の
社
会
保
険
の

資
格
取
得
日
は
「
現
実
に
勤
務
す
る
日
」

（
雇
用
保
険
の
場
合
は
雇
用
契
約
で
決
め

た
日
）
と
な
り
ま
す
。

な
お
、
就
業
規
則
等
に
よ
り
四
月
一

日
か
ら
勤
務
す
る
日
の
前
日
ま
で
の
間

に
つ
い
て
、
休
職
給
等
を
支
給
す
る
旨

の
定
め
を
し
て
い
る
場
合
に
は
、
四
月

一
日
か
ら
使
用
関
係
が
あ
る
と
み
な
さ

れ
四
月
一
日
に
資
格
を
取
得
す
る
こ
と

と
な
り
ま
す
。

給
与
の
締
め
日
の
関
係
で
、
三
月
二

十
一
日
か
ら
Ｔ
さ
ん
を
雇
い
入
れ
る
契

約
を
結
ぶ
予
定
で
す
。
た
だ
、
三
月
二

十
一
日
は
祝
日
の
た
め
実
際
に
出
社
す

る
の
は
三
月
二
十
二
日
か
ら
と
な
り
ま

す
。
こ
の
場
合
、
資
格
取
得
日
は
三
月

二
十
一
日
に
な
る
の
で
す
か
、
そ
れ
と

も
最
初
に
業
務
に
つ
い
た
日
（
二
十
二

日
）
に
な
る
の
で
す
か
。

三
月
二
十
一
日
を
初
日
と
す

る
雇
用
契
約
を
結
ん
で
い
る
場

合
の
資
格
取
得
日
は
、
実
際
に
出
社
す

る
の
が
三
月
二
十
二
日
で
あ
っ
て
も
、

三
月
二
十
一
日
が
「
労
働
を
提
供
す
べ

き
最
初
の
日
」
と
解
さ
れ
ま
す
の
で
、

三
月
二
十
一
日
に
社
会
保
険
、
雇
用
保

険
と
も
に
被
保
険
者
資
格
を
取
得
す
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。

な
お
、
こ
れ
は
週
休
二
日
制
を
採
っ

て
い
る
場
合
も
同
様
で
、
雇
入
れ
日
が

土
曜
日
で
、
月
曜
日
か
ら
出
社
す
る
よ

う
な
場
合
も
同
じ
で
す
。

当
社
は
、
新
規
採
用
者
に
は
就
業
規

則
で
一
カ
月
間
の
試
用
期
間
を
設
け
て

い
ま
す
。
新
た
に
社
員
を
雇
い
入
れ
た

場
合
、
資
格
取
得
日
は
採
用
し
た
日
に

な
る
の
で
す
か
、
そ
れ
と
も
試
用
期
間

が
経
過
し
た
日
に
な
る
の
で
す
か
。

貴
社
の
よ
う
に
新
規
採
用
者

に
は
一
定
の
試
用
期
間
を
設
け

て
い
る
会
社
は
多
い
と
思
わ
れ
ま
す
が
、

こ
の
よ
う
な
場
合
の
資
格
取
得
日
は
、

現
実
に
業
務
に
使
用
さ
れ
る
状
態
に
お

か
れ
た
日
と
な
り
ま
す
。

「
試
用
期
間
」
と
い
う
の
は
、
社
員

を
採
用
後
、
一
定
期
間
を
設
け
て
採
用

し
た
社
員
の
職
業
上
の
能
力
、
成
績
、

健
康
な
ど
の
適
格
性
の
評
価
を
目
的
に
、

試
み
に
労
働
を
提
供
さ
せ
て
い
る
期
間

の
こ
と
を
い
い
、
法
的
に
社
会
保
険
の

適
用
が
除
外
さ
れ
る
「
臨
時
に
使
用
さ

れ
る
人
」
や
「
期
間
を
定
め
て
使
用
さ

れ
る
人
」
で
は
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、
雇

入
れ
当
初
か
ら
被
保
険
者
と
な
り
ま
す
。

試
用
期
間
中
は
、
社
会
保
険
に
加
入

Q1

被 保 険 者 の  

資 格 取 得 日  

A

A

A

採
用
日
と
勤
務
す
る
日
と
が
異

な
る
場
合

Q2

雇
入
れ
日
が
休
日
に
あ
た
る
と

き

Q3

試
用
期
間
を
設
け
て
い
る
場
合
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し
な
く
て
も
よ
い
と
誤
解
し
、
資
格
取

得
届
を
提
出
し
な
い
場
合
に
は
、
使
用

関
係
が
生
じ
た
日
（
最
大
で
二
年
前
）

ま
で
さ
か
の
ぼ
り
、
被
保
険
者
資
格
取

得
の
手
続
を
行
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

こ
の
場
合
、
そ
の
期
間
分
の
事
業
主
及

び
被
保
険
者
の
保
険
料
が
一
括
し
て
徴

収
さ
れ
ま
す
の
で
注
意
し
た
ほ
う
が
よ

い
で
し
ょ
う
。

資
格
取
得
届
を
未
提
出
の
Ｋ
さ
ん
が

自
宅
で
ケ
ガ
を
し
ま
し
た
。
Ｋ
さ
ん
に

は
健
康
保
険
か
ら
給
付
は
行
わ
れ
る
の

で
す
か
。

社
会
保
険
の
被
保
険
者
資
格

取
得
届
は
、
社
員
を
採
用
し
た

日
か
ら
五
日
以
内
に
届
け
出
る
こ
と
が

原
則
で
す
。
こ
の
届
出
を
行
わ
な
い
間

に
私
傷
病
に
な
っ
た
場
合
で
も
、
そ
の

ケ
ガ
や
病
気
の
治
療
を
健
康
保
険
で
受

け
た
い
た
め
に
資
格
を
取
得
し
た
も
の

で
な
い
と
認
め
ら
れ
る
限
り
、
本
人
に

は
給
付
が
行
わ
れ
ま
す
。

実
務
上
は
、
資
格
取
得
届
の
資
格
取

得
の
年
月
日
の
記
入
欄
に
業
務
に
就
い

た
日
を
記
入
し
て
提
出
す
れ
ば
、
保
険

者
が
提
出
日
の
受
付
印
を
押
印
し
ま
す
。

こ
の
押
印
は
、
資
格
取
得
届
に
記
入
さ

れ
て
い
る
取
得
年
月
日
に
社
会
保
険
の

被
保
険
者
資
格
を
取
得
し
た
こ
と
の
確

認
を
意
味
し
ま
す
。

な
お
、
資
格
取
得
届
の
提
出
が
相
当

期
間
遅
れ
た
場
合
で
も
、
事
実
の
日
に

さ
か
の
ぼ
っ
て
資
格
の
確
認
が
行
わ
れ

ま
す
が
、
こ
の
場
合
、
遅
延
理
由
書
な

ど
を
要
求
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

資
格
取
得
届
を
長
期
間
提
出
し
な
か

っ
た
場
合
は
、
ど
の
よ
う
に
取
り
扱
わ

れ
る
の
で
す
か
。

社
会
保
険
及
び
雇
用
保
険
の

保
険
料
な
ど
の
徴
収
ま
た
は
還

付
に
関
す
る
時
効
は
二
年
と
定
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

し
た
が
っ
て
、
資
格
取
得
漏
れ
が
発

見
さ
れ
た
と
き
に
す
で
に
二
年
を
経
過

し
て
い
た
と
き
に
は
、
こ
の
保
険
料
徴

収
の
時
効
の
規
定
に
よ
り
さ
か
の
ぼ
っ

て
被
保
険
者
の
資
格
が
確
認
さ
れ
る

（
保
険
料
の
納
付
が
認
め
ら
れ
る
）
の
は
、

二
年
前
ま
で
と
な
り
ま
す
。

被
保
険
者
期
間
と
し
て
認
め
ら
れ
る

の
は
二
年
前
ま
で
の
期
間
だ
そ
う
で
す

が
、
そ
れ
よ
り
前
の
期
間
は
ど
う
な
る

の
で
す
か
。二

年
前
の
期
間
よ
り
前
の
期

間
は
時
効
に
よ
り
被
保
険
者
期

間
と
な
り
ま
せ
ん
の
で
、
留
意
す
べ
き

で
す
。

た
と
え
ば
、
雇
用
保
険
の
場
合
、
基

本
手
当
の
所
定
給
付
日
数
は
算
定
基
礎

期
間
（
被
保
険
者
で
あ
っ
た
期
間
）
に

基
づ
き
決
定
さ
れ
ま
す
の
で
、
少
な
く

な
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。
厚
生
年
金

保
険
の
場
合
は
さ
ら
に
深
刻
で
、
被
保

険
者
期
間
が
短
く
な
っ
た
た
め
に
給
付

額
が
少
な
く
な
っ
た
り
、
あ
る
い
は
年

金
給
付
を
受
け
ら
れ
な
く
な
る
こ
と
も

考
え
ら
れ
ま
す
。

ち
な
み
に
、
時
効
に
な
っ
て
し
ま
っ

た
期
間
分
に
つ
い
て
は
、
事
業
主
と
被

保
険
者
間
の
話
し
合
い
に
な
り
ま
す
。

高
校
を
卒
業
す
る
生
徒
を
雇
い
入
れ

る
際
に
交
付
さ
れ
る
被
保
険
者
証
や
年

金
手
帳
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。

a

社
会
保
険
関
係

初
め
て
社
会
保
険
の
資
格
を
取
得
し

た
人
に
は
、
健
康
保
険
被
保
険
者
証

（
被
保
険
者
番
号
と
し
て
会
社
の
被
保
険

者
の
通
し
番
号
が
印
字
さ
れ
て
い
る
）

と
年
金
手
帳
が
交
付
さ
れ
ま
す
。
こ
の

被
保
険
者
証
は
会
社
に
在
職
し
て
い
る

期
間
の
み
有
効
で
、
退
職
す
れ
ば
そ
の

時
点
で
返
却
す
る
こ
と
に
な
り
、
同
時

に
被
保
険
者
資
格
は
消
滅
し
ま
す
。

一
方
、
年
金
手
帳
は
、
一
生
涯
に
お

い
て
一
人
一
冊
（
年
金
の
基
礎
記
号
番

号
は
、
生
涯
を
通
じ
被
保
険
者
一
人
に

つ
き
一
つ
）
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

s

雇
用
保
険
関
係

新
卒
者
な
ど
雇
用
保
険
の
被
保
険
者

番
号
の
な
い
人
は
、「
雇
用
保
険
被
保
険

者
資
格
取
得
届
」
の
被
保
険
者
番
号
の

欄
を
空
欄
に
し
、
そ
れ
以
外
の
事
業
所

番
号
な
ど
を
記
入
し
て
提
出
す
る
と
、

そ
の
人
が
生
涯
用
い
る
こ
と
に
な
る
被

保
険
者
番
号
が
印
字
さ
れ
た
雇
用
保
険

被
保
険
者
証
が
交
付
さ
れ
ま
す
。

し
た
が
っ
て
、
再
就
職
し
て
も
、
被

保
険
者
番
号
は
最
初
に
決
め
ら
れ
た
番

号
を
用
い
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
具
体

的
に
は
、
再
就
職
す
る
と
き
に
、
そ
れ

ま
で
保
管
し
て
い
た
以
前
勤
務
し
た
際

に
交
付
さ
れ
た
被
保
険
者
証
と
新
た
に

交
付
さ
れ
る
被
保
険
者
証
と
を
交
換
す

る
の
で
す
。

A Q4

資
格
取
得
届
を
提
出
す
る
前
の

ケ
ガ
に
対
す
る
給
付

A Q5

長
期
間
資
格
取
得
届
を
提
出
し

な
か
っ
た
場
合

A

Q6

二
年
前
よ
り
前
の
期
間
の
給
付

A Q7

被
保
険
者
証
と
年
金
手
帳
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障
害
基
礎
年
金
は
、
原
則
と
し
て
初
診

日
（
初
め
て
医
師
な
ど
の
診
療
を
受
け
た

日
）
に
お
い
て
国
民
年
金
の
被
保
険
者
で

あ
る
人
が
、
障
害
認
定
日
に
一
定
の
障
害

の
状
態
に
あ
る
と
き
に
支
給
さ
れ
ま
す
。

た
だ
し
、
そ
の
傷
病
に
か
か
る
初
診
日

の
前
日
に
お
い
て
、
そ
の
初
診
日
の
属
す

る
月
の
前
々
月
ま
で
に
国
民
年
金
の
被
保

険
者
期
間
が
あ
る
場
合
は
、
そ
の
期
間
の

う
ち
保
険
料
納
付
済
期
間
と
保
険
料
免
除

期
間
と
を
合
算
し
た
期
間
が
被
保
険
者
期

間
の
三
分
の
二
以
上
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。
こ
の
要
件
を
満
た
せ
な
い
場
合
に
は
、

特
例
措
置
と
し
て
、
平
成
十
八
年
三
月
以

前
に
初
診
日
が
あ
る
傷
病
に
よ
る
障
害
に

つ
い
て
は
、
初
診
日
の
前
日
に
お
い
て
、

初
診
日
の
属
す
る
月
の
前
々
月
ま
で
の
直

近
の
一
年
間
に
保
険
料
の
滞
納
が
な
け
れ

ば
保
険
料
の
納
付
要
件
を
満
た
し
た
こ
と

と
さ
れ
ま
す
。
こ
の
経
過
措
置
が
一
〇
年

延
長
さ
れ
て
、
平
成
二
十
八
年
三
月
以
前

（
四
月
一
日
前
）
に
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

こ
れ
は
遺
族
基
礎
年
金
等
の
保
険
料
納

付
要
件
に
つ
い
て
も
同
様
で
す
。

就
業
規
則
の
作
成
や
変
更
に
あ
た
っ

て
の
手
順
は
次
の
順
序
で
行
い
ま
す
。

①

使
用
者
が
就
業
規
則
案
を
作
成
す

る
。

②

労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労

働
組
合
が
あ
れ
ば
そ
の
労
働
組
合
、

そ
れ
が
な
け
れ
ば
労
働
者
に
①
を
提

示
す
る
。

③

就
業
規
則
に
関
す
る
意
見
を
書
面

（
労
働
者
代
表
の
署
名
ま
た
は
記
名

押
印
の
あ
る
も
の
）
で
も
ら
う
。

意
見
の
内
容
は
、
そ
の
就
業
規
則
に

全
面
的
に
あ
る
い
は
部
分
的
に
反
対
で

あ
っ
て
も
、
反
対
理
由
に
関
係
な
く
、

就
業
規
則
の
要
件
を
満
た
し
て
い
る
限

り
効
力
が
あ
り
ま
す
。

④
　
就
業
規
則
を
決
定
す
る
。

⑤

③
の
意
見
書
を
添
付
し
て
所
轄
労

働
基
準
監
督
署
に
届
け
出
る
。

⑥

就
業
規
則
を
掲
示
ま
た
は
備
付
け

る
等
の
方
法
に
よ
り
、
労
働
者
全
員

に
周
知
さ
せ
る
。

障
害
基
礎
年
金
等
の

保
険
料
納
付
要
件
に

係
る
特
例
措
置
の
延
長

就
業
規
則
の
作
成
・
変
更
手
続

給料の差押え

サラ金業者など第三者から社員の給料が差

し押えられる場合がありますが、その場合も

「その支払期に受けるべき給付の３/４相当部

分（その額が標準的な世帯の必要生計費を勘

案して政令で定める額を超えるときは、政令

で定める額相当部分）は差し押さえてはなら

ない」ことになっています。

この政令で定める額が変更されて、毎月払

いのときは33万円（半月払は16万５千円）、

毎日払いのときは１万１千円となり、通常は

１/４相当額が差押えの対象となります。

ただし、給料が44万円を超える場合は、差

押えできない部分の上限額は33万円となり、

33万円を超えた額が差押え可能額となります

（図参照）。

これは賞与についても同じですが、退職金

等については、給料のように33万円という上

限はなく、その支給額の３/４相当部分が差押

え禁止となります。

なお、差押えの対象となるものには、家族

手当、残業手当等の諸手当は含まれますが、

通勤手当、社会保険料、税金等は含まれませ

ん。

①給料が24万円の場合 
18万円（3/4） 
差押え禁止部分 

6万円（1/4） 
差押えできる部分 

②給料が44万円の場合 
33万円（3/4） 
差押え禁止部分 

11万円（1/4） 
差押えできる部分 

③給料が52万円の場合 
33万円（上限） 
差押え禁止部分 

19万円 
差押えできる部分 


